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企 業 の 行 動 目 標 と 企 業 課 税

古 旧 精 司

■ ま 免 力 ； き ‘ :

企業が追求する目標が利潤の極大化にあり, 力、つその目標が達成されている-均衡状態セ法人利潤 

に課税されろなら転嫁はありえない。けれども法人金業が追求する目德は利潤極大化だけでもろう 

力、。策 1 節では，このような観点から最近の企業の行動理論における利潤概念と法人税の関係につ 

いて换討する。第 2 節では，その 1 つとして制約付売上高極大化仮説をとりあげ,法人税転嫁の可 

能性を図解により検討する。第 3 節は，売上高極大化モデルによる法人税転嫁分析を--般化したぱ 

あいの問題点を調べあげる。第 4 節では, 制約条件としての「最低利潤」の決定における問題点を 

吟 味 し 第 5 B X ' , 一般化された企業の行励モデルのもとでの法人税艇嫁問題を？J検討する。小論 

では，新お典派的接近法とは異なる接近法によれば，法人税転嫁の可能性が開かれることが明らか 

にさ;K る。

1 . 金業の行動理論と利潤

•'雜占理論は存在していない***。 いくぱくかのモデルはる： ある分析はまったく巧みだが，

ある研究はそうとは思えない。われわれのいわゆる理論とは，常識，非常識，わずかな観察，沢山の
( 1 )

あてにならない経験51̂ 義，および若干の数学と論理を混ぜあわせたものにもとづいているJ。 シュ 

一ビックは最近， ミクロ経済学の展望諭文のなかで，滅占理論の现状をこのように論じている。

この発言は，とくに法人税の転嫁分祈に関心ある研究者に共感をもって迎えられると思う。なぜ 

なら:}?i U H の一般理論なくして，転嫁分析の滞結に広くぜ:認をうることは旧難だからである。一般に

注（1 ) Shub ik〔10) p. 4 1 5を参膨なお * * * は原文のまま。その意ミはかれによるとつぎのとおりである。^……私の生 

を艦 Iけるために;f tみしい議論が必? と思われるぱを)いには, 私はこれを文f：功最後に "* * * " で示そう。このよ 

うなぱあい，私は私のZii张を餘細に論諷する川がるJ。
■—— 42 ■—
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な! ^ どプ巧巧’̂̂ yg'ぐ？: た̂てクを:^ふ だ 沒タシぶゾ:

金業の行動目標と企業課税

受 け 、れられている法人税ゼロ転嫁の命題も，非現突的な完全競争および完全独占のモデルが前提 

とされ，それらのモデルの上にたってゼロ転嫁の帰結が導出され広く支持されるfcいたっヤいる。 

しかし現実的たるぺき黨tii理論が存在していない現状では, 一般的ならざる寡(1ミキデルの上にたつ 

嫁分析の備結もまた一般の承認をうることはできな( r、。法人税収入の過半がいわゆる冀占企業か 

らもすこらされる現状を•考慮すれば，寡占の一般理論の欠除は!^嫁分析のこんごの発展に0 いても明 

るい見通しをたえるものではない。

けれども近年, 寡占理論の分野にf | の接近法による新理論がr参入J してくるようになった。 

その 1 つが「企業の行動理論Jとよばれるものであ(さ。法人税転嫁分析にとっ' t , 新しい企業理論の 

なかからとくに行励理論が選ばれる理由は，それが法人税の課税对參である利制r 対し根本的に再 

吟味を加先,その極大化が企業の行動目標としてどの程度の現実性をもちうるかという間題意龜か 

ら出発しているところにある。むろんこれは，伝統的なミクロ経済理論が企業の行動目標としズめ 

利潤極大化を1吟味しなかったことを意味するものではそうではなくて，企業の行動理論が誕 

生して初めて企業の行動目標に徹底した?？吟味が加えられるにいたったととを強調するにすぎない。

なぜなら，企業の行動理論は，企業という組織体の目標を所与とは考えないで，構成員が作りあ 

げて♦くという前提のもとで, 目標設定のプロセス自体を問題としてとりあげる。組織目標は主と 

して能動的な集団内部での交渉をつうじて決定されるとみろから，利潤目標は他の生耍目標（生産， 

在庫，売上，市場占有率) と並んで企業の意志決定モデルを構成する1 耍因とみなされる。行動理論 

が仮定する利潤目標はつぎの2 項 EIに対する要求と理解される。 r(l)設備投資，株主配当金，廣権 

者に対する支払，下部組織単位に対する予算の増加という形で資源配分を行なうための資源養積に

注( 2 ) 力、つて才ランダ政府に& 出した報告||^のなかで，私は5 つのJね•モデルのなかに法人税変数を襟入することによりつ 

ぎのような帰結を;t たことを述べている。{Uクールノー * モデル，（2》マーケット，シ:Cア •.モデル，（3堀析豁耍fltf線モ 

デルのもとにおいては，法人税解嫁の可能性はありえない。 しかし，（4船'能モデル， （5)シュタッケルベルク.モデル 

(複tiOのぱあいには嫁があ'りうる。(S. Furuta, A Theory of Fiscal Policy in Economic Planninjf, 1961, mertieo- 
graph. Rotterdam pp. 59〜73)。なお，この卯の問題点を間接的にではあるが與昧深く描写したものとして, ソローと 

ガルプレイスの問に交わされち論ホがもる。 ソローはf■新 U 、|fe栗国家J を批判してつぎのようにいう。「ガノレプレイ

' ス教授は，ジェネラル♦モーターズを発見した最初のひとではない*エ架の投資または価格決定を深く研究しているひ 

i f チ大fを*,そのよう統計的行動に完全競争でもなくたんなる独でもな、、行動が入る余地をもうけている 

i W j i金 力 、ぷ4"も kぃEレ を i'to i:  5 t £ y -  K 4 hts：C -i  j。 （傍点はホ

lUによる）Solow〔12〕p. 103 ,参照。

( 3 ) とこでは，li. M. Cycrt & J. G. M arch〔4〕. 0 . E. W illiam son〔13〕，K. J. Cohen & R. M, C y ert〔3〕とくに 

Chap.1 6 および1 7 を念01においている。敬 M il論と法人税転嫁とのl iM で，後述するように，W. J. Batmlolの売上 

高極大化モデルも行動超!論の一部を形成するものとしてとりあげられる。そのはか法人税転嫁分析に関速した與味ある 

モデルがいく'0 か存在するが，小論では扱われていない。たとえぱ，R. M arrisの成長率極大.化モデル，H. Averch & 
L. L. Johnsonの外部的統制制め下の企梁モデル，J. S. B a inおよびP. Sylos-Labiniの参入PiliHUl格理論，Cyert & 
DeGroOt, J. Friedm anの夠ホ問最適化モデル，L. Horrowitzの不艦il唯モデル, M. Shubikめゲーム理論がデル， 

および多数のシミュレーシg ン♦モデルか、それである。

( 4 ) たとえば，Machlup〔9〕，およびM. Friedm an〔5〕め論組がその評:拠となろう。かつまた，新ホ典派的接近法では， 

•■利潤極大化J は 1 つの r公準J (postu late)とみなされて、たといラことができる,今兆 . 宇jfl *小宵 ‘ 极も ‘ |寸上 

〔16〕p p .121〜4. 參脈

—• 4.、 ' '***
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企業の行動H標と企業課税

対する要求。（2 )トップ• マネジメソト侧の有利な莱績尺度に対する要ホ。一般に利潤標は利潤金 

額にかんする願望水準であるJ 。’ r願望水準J (aspimtion le v e l )というタムが示すように， 通常仮 

5̂ ^される利潤極大化は経営者の励機づけにおいて経営者自身の追求する利益と矛盾しないかぎりに 

おいて企業の重要な行動目標たりうる。
( 6 )

ウイリアムソンのiji純モデルはそのよい例である。かれのぱあい利潤はつぎの4 種類に分類され

る。（1)極大利潤O r*)は，伝統的な利潤極大化企業の行励ロ標と同じである。②現実利潤Ota)は，

極大利潤マイナス経営'スラ,ック（nianaがment s la c k )としてのスタッフ支山（S》と.して定義される

(；T A -.t*-S), (3}報告利潤（7T«)は, 現実利潤マイナス経営スラックとしての費( M )であり，利益

配当，谢保，法人税からなる課税所得にひとしいOm=；TA-M)。(4)最低利潤O to)は，経営者の効果

的企業統制という観点から受容可能な最低利潤額であり，株主に正常配当を支払い経済的に必要な

投 資 （これは自由敦量的投資支出には含まれない）を行なうにたる水準-を意味する。

ここでの経営（または組織）スラックとは，組織体の維持にとりて要求される以上に機成員に対し

て支払われる支出であり, 組織体の安定化と適応化のためにクッションとしての役割を果す。たと

えぱ，スラックとしてのスタッフ支出とは，必要とされる以上の服売費，研究開発費，地域社会関

係費などがあげられ，スラックとしての費用とは,労働なり顧客を企業にとどめるに必要な額以上
(7) ■

の賃金, またはそれ以下の製品価格がその例となろう。当然のことながら，伝絲的経済理論ではス

ラック概念はありえないし，あるとしても均衡狀態ではゼロであるが，行動理論においては決定的

役割を演ずる。

いま 1 つ重要な変数は自由敕量的投資支出《Id )である。それは報告利潤と最低利潤および法人税 

( T ) との差として定轉される[Idニ;r«-Or, + T)]。企業の投資支出は償却の形で回収され，全額が直ち 

に課税利潤から控除されるわけではないから， I d は資金のアベイラピリチイ概念に近い。 また Id 
は，先に述ぺたように，7T。に含まれる投資とは異なった経済的機能をもつと想定されている。

以上を前提としすこゥイリアムソンの企菜行動-t デルは， （りスタップ（S), (2)費用としで吸収され 

る 経 営 ス ラ ッ ク — および《3ぼ1由栽；i ；的投資支出C W の 3 変数を含む効用関数(U) を最

大にすること力;，経営者の行i i 目標とされる。ただし制約条件としてこの効用関数の最大化は， 

報告利潤が最低利潤よりも大かまたは等しいという条件があたえられる。すなわち 

U ニ(S, n^-7tn,  Id) を最大にする 

(I) 7iR>no~]-T

法（5 ) Cyerfc & M arch〔4) p. 42 参膨

( 6 )  Cyert & M arch〔4) Chap. 9., O'E. Williamson, A Model of Rational Managerial Behavior* 同じく WilU- 
am son〔13) Chap, 4 .〔14〕Chap. 4" Cohisn & C y ert〔3〕pp. 356〜 63 参:照-

( 7 )  Cyert & M arch〔4：) Chap. 3 および9 を参照。スラックの分類は，マーケッティンダ,，セールス機能と生j/；?機能の

で考えられている。
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企業の行動目標と企業課税

け り 0 < ( 0 < 1 と 仮 姥 す る - 
た だ し 7TAョR — 0 —8

-Rョ収もニP .X , G s 生産コストニG(X)
X ョ産出高，Pさ価格= P (X , S, s);
d P f d Xく0 ; ap/as>o； sp/d e 'yo

需要シフト ラメーター

Ib さ?Tn~^Oro +  T) ニ（1一OjTr^JTo
ヤ ヨ か iヨ法人税率 

書きかえると，

IJニ'U [ S , (1~ jo) (R一C一S), p{\一 t) (R —C ~S)^ffo] (1)
経営激の効用関数U を最大にするようなX, S, P の値をうるため， U)を 3 敦<数について偏微分し

ゼロとおく。

5IJ/のt ニ U.2(l- / 0) (3II/3X—oGldX) +  Usiod ~  0  ( ~~ ~  ̂

5U /SS=U , + 1)2(1- p )  m i d S - D +  ILが1 一 t) 5R
SB 1=0

dU/dfiニ 仏 (一  D ( R - C - S )  +  U a d -  i ) ( R - C ’一S )= 0  
一般に(2i式が満たされるためには

d W X  ニ  dCldX

であり， また(3)式 を d R id S にづいてとくと次式がえられる。

9R/5S [UaCl—p) +  Uspd 一 t)] +  U i—UaCl ~p)  一UsjoQ — り ニ0
書きかえると

-U ,- i -U 2 ( l- /> )  +  U 3 /9 ( l - 0  
——1)2(1—パ+  U 3 0 ( l - & ~ ^

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)duids-

(4)式から次式をうる "

Ua — U s d 一 り ’.' (8)

方殺式 (6》, (7), (8) により行動企業のX,  S, の最適値が決定される。 ここでU , は S, U . は
tta-tTh, U 3 は I d にかんする効用閲数の1 次偏導関数である。 また利潤極大化企業と比較するた 

め(8)式を(7)式に代入すると， ' •

dR/dS- -U .+ U .

行励企業の(5》式とゆ)式に):fホぽする利潤極大化企業の関係式は 

d R i d XニdCldX,  3R/0Sニ 1

m

(10)
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であり，生産決定については行動企業も利潤極大化企業も同じ結果をうることがわかる*しかし 

行動企業がスタッフを使用するのは， 服界収益が限界費用より小さい⑦R /3 S C 1 )ぱあいである力';, 
利潤極大化企業では両者はつねにひとしい（8R/3S ニ1)。また行動企業ではP の値は1 より小と決め 

られ，パ ラ メ ー タ ー の 変化にダご、じて0 の値が調整されるの に対し利潤極大化企業ではP の値を 1 
にひとしく決める。

ゥ ィ リ ア ム ソンの企業行動モデルで最も典味をひくものは法人税の効果でもる.利潤極大化金業

企業の行動目標と企業課税

は法人税の增徽になんらの反応も示さないのに対し行動企業は法人税の変化に対応して産出量決
(8 )

索；スタ、" プ決定，P の選択を調整することができる。行勘モデルでは，調盤の方向は法人税のも

たらす代替効果と所得効果に依存して決定される。法人税率が引き上げられると，行勘企業は報告 

利潤の減少予測に対応して利潤からスタッラと産出量に方向転換を開始することがありうる。その 

J. ^ たとえば広告 , サービス，パプリッグ • リレーシ3 ンズ等に対する支出を増加し，同時に 

費用に吸収される経営スラックの比率を高めることにより，法人税負担は軽減されよう。この行励 

パターンは，法人課税にかんし私たちがもっている企業行動にかんする'情報といちじるレく一政し 

ている。これに対し利潤極大化企藥モデルからは，このような行動バターンは予測できないし矛 

盾をうみだすほかない。

2 . 売上高極大化仮説と法人税転嫁—— 図 解 -

企業の行動目標が，経常者の自己利益の追求を反映した企業の効用関数の極大化にあるとする仮 

説は，伝統的な利潤極大化仮説のみならず, 他の種類のIれドJ関数の極大化をも含みうる企業の「一 

般的選好関数J の極大化仮説とみなすことができる。一般的選好 î y数の極大化が単に利潤の極大イ匕 

をっ 5 じて連成されるとすれぱ，それは伝統的接近法と変わらないといえよう。しかし利潤に代免

て，他のなんらかの的—— たとえぱ売± 高" ~ - の極大化をつうじて一般的選好関数の極大化が;
成されると想足すれぱ，それは新しい接近法の祭場を意味する。ボーモル（W. J. Baumol) の制約付 

き売上高極大化仮説はそのような選好関数極大化の1 変型とみなすことができる。

こめ振説によれば，法人税の課税により産m 量は削減され，數品価格の弓Iき上げをつうじて税負 

担が消費者に部分転嫁される可能性が生ずる。ボ一モルの仮説の特徴がつぎの,，なでf云統がJ理論と興 

なるがために，転嫁可能性にかんし與なった結論がえられると考えられる。 ( 9 )
( 1 ) 媒【15企業における経常者の行1 ；ほ漂は，禾1|潤極大化ではなく売上高収入の極大化に^>る。(2)

注（8 )  W illiamson〔13〕pp. 5 2 - 5 4 および pp. 61〜65, [nj〔14：! pp. 56〜6 3 .参照》 このような調盤がなしうるのは， 行 

勘企樂のぱもぃは，利潤®大化の観点からみれぱね適より下位(sub-optimal)のf i域て々湖)しているから当然といえよ

( 9 )  Baumol〔1〕Chapter 6. を参脈
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企業の行動目標と企業課税

虎上高収入の極大化にもたっては，最低利潤の確保という制約がつけられている。（3》産出ijl位 た

り最低利潤を一定とすると，共通費用を含む平均費用の変化は，ただちに産出量の变化をもたらし,
第1 国 したがってliR路も変化することに)

第 1 因では, ，総収入ilij線 G igF lsから総費用を差し

引いた総禾！1潤 lilj線 OTTp/T*が描かれている。OQp.は極’.，，

大利潤に対応する産出量であり，0Q,は売上高収入極

大化産出量である。Ott, は許容可能な最低利潤をあら

わし，OQeはその最低利潤に対応する産/!}量である。

したがって，均衡産Ui量はQ pとQsの問で決定される。

それゆえ，このモデルでは，其占企業の均衡産出量,
価格, 売上収入，利潤を決定するr は，総利潤他線と

Qp Q /Q 'c Q 許容可能な最低利潤水準を知れば充分といえよ(r。
い ま こ の 企 業 に ;対し新しく50パーセントの法人税が課せられると想定しよう。ゼロ，バーセ

ントから50パーセントの法人税率の引き上げと考えてもよい。総利潤曲線は課税前のOTTpTT,から課

税後めO B A  (点線のIHI'線) へとシフドする。先に述べたように，当初の均衡利潤はTTpと 7IVの間に

位置しているが, ことでは純化のため，経営者の目標が当初は売上高極大化にあったとし， した

がって均衡利潤はQsTTs であったとする。均衡利潤水準は最低利潤C W を上廻っているから，極大

売上高追求という目標とここでは両立する。そのときの製品価格はQJRJOQ,に設走される。

課税により総利潤曲線が下方にシプトし，，税引総利潤111!線が図のように,，な線で示されるとする。

最低利潤水準は課税前と同一にとどまるとし, 力、つそれは税シ後総利潤|jり線の極大点と一致すると (13)
しよう。換言すれば，課税により経常者は必度最低限の利潤を確保するために,極大売上高追求か , 

ら極大利潤追求ぺと行動l:i標を転換したとみなすのではなく , むしろ法人税課税が企業の行動標 

である売上高極大化の願望水準を引き下げたとみるほうが妥当するであろう。課税後の均衡度出 

量はO Q pに減少し，税込利潤ぱQポP となって課税前利潤QsTt,よりも増大するが，税 'Jl利潤は

注(10). Baumol.〔l〕,.pp, 48’ 53'.を参照。，.，，，'
( 1 1 ) 同 〔1〕Chapter 4 を参照。この仮定は法人极の飯期的転嫁にとっヤ®要でもる，ボールは， の々意;お決)にお 

いて，渡fS的相互依存関係は小さな役制しか演じないという立場をとるJ と明言している，このめ;はプル.コスト原现 

と炎なっている。プル，コスト原现によると， 平均! が一定，力、つ粗利潤率が一定であると，たとえ粗利潤のな 

かで共通費の【tfめる割合が度化しても，生産iLtは一走であり価格も一定である。

( 1 2 ) ボールの制約付きう'iLh高極大化仮説のもつ最大め問超, ( は，おそらく •■受めS可能な最低利潤J 水準をいかに決定す 

るかにかかゥでいるとい免よう♦かれai身め説明は，続争的資本ホ場における资本の機会傲I L ないしは伝統的経济M 
論におげる正常利满の概念に近い. Baum ol〔1 ) pp. 50 -53  g ：j ^ i この間]®については第.4 節でとりあげる，

(13) 課税後に最低利润水取は上力または卞方にシプトすると想おするはうがより一般めであろう,この問題については祐 

4 節でとりあげる* 1 よた謝说後め新均海点は必ずしも最ftはIJ偶水準と-^致する必よなく / すくなくとも般ftたfIJ脾水？(!i 
以下であゥてはなぐないという条を満たせばよい，

^  パマ _

盤-，， M  隱  MMUI麵WW

すJ
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• 企業の行動目標と企業課税 •
Q 3 となり課税前利潤より引き下げられる。その結果，製品価格はII淑 前 の Q 3 ,/0 Q , から謝说後 

の Q凡 /OQp f cトj iき上げられる。すなわち，法人税の負担は産出m の削減と製品侧格の引き上げを 

っぅじて顯客に転嫁されることになる。課税により産出量が削減されたけれども，税込利潤は課税 

がなかったぱあぃの極大売上高に対応する利潤にくらべ増大し，したがって法人税収入はかえって 

増大するととになる。この人ねよ，図におぃて2 つ の 総 利 潤 曲 線 の と Q p における差額，すなわ 

ち法人税額を比較すれぱあきらかであろう6 
制約付き売上高極大化仮説にもとづけぱ,法人税の部分転嫁がありうることはぞ定しえなぃと考 

えられる。けれどもわがfflでは, しぱしぱ同侮説がプル，コスト原理と類似してぃるため両者が混 

同さしたがって法人税転嫁の可能性もフル. コスト原理と同一の論拠にもとづくと趣解される
(15)

かもしれなぃ，しかし両者はすくなくとも次の2 点で興なってぃるとみなすべきでもろう。

第 1 に，売上高極大化仮説は成長経済下の其占市場における企業行動の説明に集中してぃるから, 
企業の行勘口標が市場お率の積極的掀大にしぽられると規定しても不合理ではなぃ。むしろ成長 

市場におぃて企業が利潤極大化のため消極的行動を選ぶならぱ，かえって市場占有率の低下を招く 

ことになろう. これに対し市場成長が停滞し固お化してぃる産業におぃては，企業の行動目標が 

売上高極大化におかれたとしても，それは企菜の數品脑格の引き下げを招くだけに終り，法人税転 

嫁の可能性をみぃだすことはできなぃ。かえってプル，コスト原理が妥当する企業は，このような 

停滞的産業におぃてであって，法人税転嫁の可能性はそのような企業にはすこしも開かれてぃなぃ 

とみるべきであろう。

⑧ 2 に，売上高極大化仮説における最低利潤は, 後述するように,企業が確坪することを意因す 

る最低水準の配当とI人■!部窗保からなりたってぃるから，各製品ごとにきめられた比率を保つ必要は 

なぃ。むしろ露lU企榮のfilli格政策は，競♦度の商ぃ製品fこ’は比較的低ぃ価格をっけ’安定した市場 

向けの製品には相対的に高ぃ仙i格をつけるが，この政策は鬼！!高極大イ匕仮説では容認されてぃる。

C こでは結仓利潤が問題となってぃるからである。 しかし, プル ‘ コスト原理では，売上粗利潤率 

は各製品ごとに確ポした比本であって，各® 製品全体としての粗利潤率がnn题とされているもので 

はなぃ。したがって，法人税の課税によりマーク . ァップ比率を引きあげるとしても，各製品すベ 

てにわたり一 •律 > ならざるをえなぃから，市場別にみて顧を^への脑嫁がすぺて成功するとぃう保誕 

はあ> りえない。

注( 1 4 ) たとえぱ，资部*小林〔15) p p .19パ 0 参照，

( 1 5 ) ボ一モルも;H liM をあげて、、るカレより明快にこの点を指摘してV、るのは當崎義氏でもる，’幽 ひの pp. 176 -7  
参!?:i プル• ゴスト原® とのffi逸点について，いま1 つ同力 ;举げているが，それは本旅の冒职で指摘しているノね同 

-ぺある‘ 注(11)を参照，
(16) 宛上商極大化仮説にもとづく法人税転嫁の可他性を因解したものに，M. E, Levy C8D力’、 る。银者はキ稿執制1に 

それに然づいたが, 諭ははは ‘同一であるためとくに小論にとり人れたものはない。たをかれの分祈は借入と株;の 

資金調违にぉよぱす法人税効 (̂̂ の：¥ト搏を极ゥているぶが與味をひく》
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• ' . ' :- .1 :

3， 売上高極大化仮説と法人税転嫁ニ™ 蒋 論 -

制約付売上高極大化を行動目標とする企業に対し法人税が課されるとき，税資担は前転するにせ 

よ後'k するにせよ転嫁される。こり見解はしかしボ一モル自身によりすでに予見されていたといっ 

てよい。なぜなら,かれは利潤極大化企業にとっては転嫁が絶対に不tj•能とみなされていた_^括说 

(Irnnp’sum taxもS)ですら，売上高極大化企業においては転嫁が可能と考える，からである。かれの-^括 

税の転嫁可性能にかんする見解はっぎのとおりである。

「(一括税）が転嫁されるのは， それが寡，お企業に課せられるときには，企業はその利潤の制約が 

もう一度満たされる点まで,価格を引き上げか っ 服売費を減少させるだ ろ うからである。こ の か

けは転嫁不可もじな税か転嫁しうることにっいての説明は簡単である------極大利潤か意因しない者は

諧求者がいない利潤の積立金をもっており, . かれがそうせざるをえないときには,耐えられないほ 

どの費用の増大であると考える額だけを，その積立金にたよることがでをる の であ.る。もっとも， 

かれがそうすることができるのは，かれにとって非常に重要な先:上高を犧独にするぱあいだ け で あ
(17)
る」。

與味ある点は， ボーモルにょると， 「諧求者がいない利潤の辕立金J があるぱあいは，一括税で 

すら転嫁する可能性か生れることである。 「積 金 J がないぱあいはどうなるの か 。 その.ぱあいは 

極大利潤が達され， f■横立をJ はありえないから，転嫁の可能性もまたありえないであろう。す 

なわち，伝統的利潤極大化企業に対する一括税そしてまた法人税の課税のゼロ車云嫁の掃結と同じダ*
 ̂ ■

ベイヤー（A. A. B a y e r )がボ一モル，モデルに沿ゥて， 壳上高極大化 企業における法人税転嫁のメ 

力ニズムを一般化しようとした目的の1 つ は こ こ に み い だ せ ま た ベ イ ヤ一の法人税-転嫁モデル 

は，ボーモル . モデルの上にK ，M モデルを積み上げたという特徴をもっている。それは以下にみ 

るとおりでちる。☆：だしこ こ で ほ，まずかれの論旨をできるだけ簡潔にま ふ め て みょう。

力、れとょると，ボーモル，ホデルにおける生廣関数は生産費(C )と広告おょぴサービス競争费(A) 
ょりなり，两者は生産物価格に独立に影響をあたえるという点で, 伝統的理論に修正を加えている。 

とこでは, 売上げ総収入 ( R )は広告費Cめ を迫加すれぱ墙大するとみなされる。すこするし広告費の

注(17) Baumol CQ p. 78 参膨

(18) Bayer〔2〕參照，ベイヤーの意図したものは， 1つは， これまでの法人税転嫁の分析が短期に集中していると称 

して奨は.MUでもるこ々に対する批判，い ま I 'oは，IS嫁庇が , K ，Mモデルのように，100パーセントを超えるケー 

スがみられるか,’现論的にそれは不可能であるとする批御一一その2つである* 前者‘については次節以下で得検时さ， 

るとおり，力、れの批判が正しいとはいいきれない。 しかし後者については， £：こで极われる理論の持祖みのなかではク/ダ 

認できよう。’’ ’ V,
49.
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増加は総/k入の増加をもたらすけれども，その増加は総費用の墙加にはおよぱない。 したがって，
(19)

< m i d A < l という関係がまず確認される。

最低利潤という制約条件は次式のように書くことができる。

( R - C - A ) ^ K ,  《1)
ただし，K i は最依利潤の絶対額をあらわす。 さらに,利潤は企業の総投資のある最比取すな 

わち, 投資の最低収益率に達しなくてはならないことが耍求され，力、つ投資は2つのタイプの費用 

の線型関数，すなわち，I +  fceG+fcaAであるとすれば，投資の最低収益率という制約条件が生まれ, 
それは次式であらわされる。

(R —C —A ) (0)
r a ：c + M ：- ^ r  (2)

ペイヤーは, ボーモルの最低利潤という制約条件が投資の最(氏収益率（K2) という制約条件に変

形され>ことき，ボーモルの利潤制約といわゆる「目標収益率J とのあいだの類似性に注目する。そ

の共通点は， 1 つは資本投資を誘弓1し維持するにたる自由敕量的最低利潤という/ン い ま 1 つは両

者にもとづく企業の行動バタ一ンが利潤極大化企業のそれとは異なることである。しかしこの類似

性は與味あるにせよ，あまり强調することはできない。なぜなら，これまでの，「目標収益率J に閲
(20)

する議論は，明示的にせよIIき黙的にせよ，フル • コスト原理が前提とされており，それが鹿上高極 

大化仮説と類似していながら舆なっ.ていることは前節で指摘したとおりであるからだ。

総収入は広告費を墙大するにしたがい増大するが, 最低利潤の制約に到連すると上高,そして

総収入の增大がやみ極大点に達する。 したがって，総収入の極大点においては, M R < M C という■ ' ' -： - .
係が成立し，それは利潤極大化企業における関係（MRニM C )とは興なる。

ことで法人税が課税されると，さきの(2)式はつぎのごとくなる。

( 1 — t )  ( R —C — A ) \T<~ (o\

その給果，課税前の売上高極大化産出量では, 税弓I利潤は制約条件でf c った最低利潤以下に低下す 

るであろう。限界産出量W X )と 服 界 究 上 高 と の あ い だ に は r fR M X > 0の関係があり，かつ 

m i d A < i という関係から， 広告費と産出量は削減され, 最低利潤水準にふたたび到達する。，ペイ 

ヤーtキここで，法人税が転嫁される極庇（転嫁度）が 1 0 0バーセントを超えないという主張を述べる。 

しかしその論証はあきb かではない。というのは，制約条件である最低利潤水準がどのように変化 

するかが，ボーモルにより明確にされていないナこめとしているが，それ以前に，ペイヤーは最低利 

潤水準の決究メ力ュズムに関心を払うべきではなかったろう力、。制約条件としての最低利潤の決足

企業の行動目標と企業課税

注( 1 9 ) たとえぱ，Cohen & C y ert〔3〕pp. 377 -9 . M L ここでもそ摘されているとおり，ボーモルの広色!/，そはクイリアム 

ソンのプ、タップ-ぶ出と如似した役削をもっている， したがって， 'ホ 1 節のウイリアムソソ . ，たデルでポされている 

0 R /0 S < 1という条件は，ボーモル ‘ モデルにおける<mA^A<lに等しいとみなしてよい，

(20) Kaplan-Dirlam-Lanzillotti〔6 ) ，# 照，

—— 5 0 —— .
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'  企業の行動目壊と企業,諫税

こそ，売上高極大化仮説の最大の問題☆だからである。

(3》式により企業行励のバ タ-ンがあらわされていると し 法人税納税額はコ ス トとみなされる。 

しのストは，.け、 もルにより「fTri求者かいない利潤の積立金」とよぱれたものにひ と し いと考 

てよいだろう。税率を《とすれば, 税額は次式であらわされる。 、

T  ニ" R —C —A ) . (4》

《3)式をつぎのように書きかえる◊ ,

A ) ン Tで
K  一 一  2 (5)

た た し K は総資本ス ト ッ ク であも そこで制約付き粗収益率は次式であらわされる。

R —C - A \  1(2
K  ( 1 - i f  (6)

し し でヘイヤ- は M にならゥて，1 0 0 パ - セ ン トの法人辕転嫁をつ ぎ の ご と く定義す 

Y'p ィニ T/K ..(?)
たたし, Y■は課税前収益率をもらわし , ダッシは課税がないぱあいの値を意味する。（9)式 : き か  

えると

" "V K (8)
課税H.ii収益率を定義すると ’

Y  — (R—C—A)
"一  K ■ (9)

課税がなかゥだぱあいの収益率は 

V/ 一 （R - C一A)'
1 。，'一 一  , ,  (10)

よって次式がえられる。 :

( R - C - A /  _  i ( R - C ~ A )
K K  =  K ~ ~  (IJ)

:税がおこなわれたのちの収益華について課税がなかったぱあいの収益率と比べると

R - C - A  _  ( R - C ~ A ) 7 l - «  ‘
K  ' 一 — — ~ K - ~ ~ ~ (12)

すなわち ’

課

1(2 = K /
I - '  (13)

税率がとりうる値は，0 < ^ < 1 でもるから，ポ- モル . モデルによると，課税により最低利潤な 

い し般低収益碎《という制約条件が最大服増加し うる限界は，税率変化の1 0 0 バ ー セ ン ト 以内にぉ か

■>±(2り K>zyzan!dc & M usgrave〔7〕p p .1 1 ~ 2 1參:照，

— 51



金業の行動0 標と伞業課税

れ，かつ長期において法人税の1 0 0バーセント以上の転嫁はありえない。これがペイヤーのボ一モ

ル • モデルによる法人税転嫁分析の帰縛である。..
‘ ' ; ' ■

4 , r 最低利潤 J の決定 .

i

企業の行勘標として， ゥィリアムソンのぱあいは，企業の一般逃好閲数の極大化がもたえられト， 

制約条件として報告利潤が最低利潤よりも大かまたは等しいという条沖がっけられた。ボモル の  

ぱあいは，売上高収入の極大化が標^としてあ,たえられ，同じく最低利潤の確保:という制約条件か 

っけられた。[旧モデルにおける共通点は，ひ i たび法人税が課ぎれるとき，その税負担の一部は迪 

脱されうるという帰結において，伝統的経済理論の:If湖 'とは與なる生張を生みだしたとこちにある。

しかし，通脱のプロセスはゥィリアムソンとボーモルとでは興なった方向を示唆している。ゥィ 

リアムソン，モデルによると，法人税の衝撃により，企業は報告利潤の減少予測に対応して利潤か 

ら経営スラックと産出量の増加に向k、，費用要因の増加をっうじて課税標準となる報告利潤を縮小 

する。なぜなら，課税後でみるとスタッフ支出は投資支出にくらべ相対的に有利となるからでもる。 

いわゆる「利潤の費用化J をっうずる税負担の回避である。

これに対しボーモル • モデルでは，法人税の衝撃により， 企業は産出量の増加ではなく削減を, 
また数用の増加ではなく価格の引き上げをっうじて，法人税資担を毅極的に顧客に転嫁する行動を 

とりうる。なぜなら，売上高極大化企業においては，課税後に実現する利潤が最低利潤の制約条件 

に抵触するかぎりにおいて，価格をりIき上げかつ売上高収入が減少することをいとわないからであ 

る。 したがって，両モデルの法人税の衝撃に対する反応はそれぞれ異なる点に窗意せねぱならない》 

しかし, それにもかかわらず，両モデルの反応パターンは，利潤極大化企業の反応バターンとは決 

定的に與なることも彌調されねぱならない。利潤極大化企業のばあいは，法人税の衝撃に対し鹿W 
量も価格も不変に留まるからである。

より一層重度な問題点は，両 'モデルとも「最低利潤」水準が企業の行動パターンの決定に不可欠 

の役割を满ずるにもかかわらず， 「最低利潤J 水準決定のメ力ュズムにっいてはなんら明確かつ一 

義的な説明をあたえていないところにある。 当然のととながら， 「最催i利潤」の制約のもとで成立 

する理論が，r最低利潤J を未決定に残しては空赚とならざるをえない。 ゥィリアムソンはr"最低" 
利 潤 （税 き ）( ^ o )とは， 速合体の他の構成員の廣求を満たすにちょうど足りるようにかれらによ 

り取決められた利潤であ|2 〉j とのみ説明しているにすぎない。こ れ に 対 し ボーモルのぱあいは, 
r最低利潤J の決矩にっいて資本市場を媒介として説明を試みている。

ボーモルによると，宛上高極大化にさいして制約条件となる受密可能な最低利潤水準」はまっ 

注(22〉Cyert & March〔4〕P, 243 刻Ki . . '
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企業の行動目標と金藥課换 、

たく恣意的に次® されるものではない。すなわち

「典型的な爽占企業は， それ自身の生産物市場においては大きいが，資本？!;T'場においては比較的 

小さいものである。 これが意昧するものは , 採式の発行により資本を獲得するざいには,競争的価 

格決定の譜条件，すなわち , その株式の収益は競争の諸力'によって決定されることを満たす用意が 

なければならないことである。

すべての法人企業が，その有価誰券の売出.しによ. り資金をう'る'ことがで.きるためには， .リクス， 

プレミアムのためあ干の適当な修正をしたのち，すべての上場金業（それが寡占企業であろうとかろ 

うと）め有価証券の収益のあいだには， もる棚のおおまかな同価が長期にわたってなけれぱなな 

い。ももろん，妹主の収益には2 種類ある。すなわち，配当収益と資産騰，による利得である。将 

来宠るためft)より多くめ有価証券をもつi とを望み，力、つ現在の株主の利益にI対して妥当な考處も 

払免るだけのものは支ゼ い̂たいと!P:っている企業は, このことを者慮に入れなけれぱならない。：そ 

のような最低収益とは, 配当☆支払い，かつまた受取配当と槐価の上昇との組合せにより株主に適 

切に報いることができるような額でW役资するのに，十分な資金をもたらすもめでなけれならな 

い。もしこのとおりならぱ，それぞれの会社の最低利满率は，その有価IE券め経常的な市場価倘，に
(23)

より競争的にきめられるJ。
これによると， 「最低利潤J 水準の決走は一見明白のようにみえる。資本市場をつうずる r最(氏 

利潤率」の競争的決定という着想はきわめて説得ガに富んでいるように思える。けれども仔細に換 

討すると，つぎのような疑 i!nに蓬着せざるをえないのではないか。

第 1 に，引用の最終文においで，ボ" モルは有価証券の経常的市場価格が，「最低利潤率」'を決定 

するとしている力V 文脈からすれば, 決走さるべきものは最低支払配当であっ' t  ^最低利制本J で 

はない。あるいは，有価誕券の経常的Tお場侧格が「最® 利潤J を決定するみなすならば*他の決 

定要因，とりわけボ，- モルが]It视する長期的売上高極大化にまで探し求める理由はみあたらな、、。 

ここでは， r最低利潤」とそれIこみあう窗保利潤の決定力；問題となっているのであっす，そのたみ 

に最低支払配当水準の決定が問われていると考えねばならない。

論点を明確にするため，ボーモルの資本市場におろ受容可能な最但i利潤決定の論则をつダのよ
《24〉

うにW構成できるとしてみよう。はじめに記号を定める。’
10 ニ有価証#の市場制格

公開されている妹:*:I：：数 '
ニ意図されている分配利潤 

7T, ニ意図されている留保利潤

注(23) Baumol〔1〕pj), 50 ~ 5 1参照。 

(24) Osbonc〔1の卯 . 594 〜 ! 5 参照.
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2/ =  ?Trf/p„ = 有価証券の収益

7T ニ ；Trf +  7Tj■ニ ？WIが-ト；!：》•

かりに？>とガは資本市場で決定されるとすれば， n も短期的には所与とみなしてよいであろう。力、’ 
くして；T ,が決定される。ボーモルはさきの引用のあとで， r留保収益水準の決定は，私の者えでは， 

企業の長期ロ的によりいっそうよく説明することができる。私は売上高極大化は，短期こおいてと 

同様に長期においても，経営幹部の目的であると信じている。 …企業がその最低利潤水準，配当 

支ゼ い̂，および留保収益の大きさを決定するにあたっては，その経常的な資金調達の必要と，その 

過去の配当のやり方が将来の証券発行の必耍という形であらわれてくる将来の現金利用の可能性に
(25)

あたえる効果，とのあいだにバランスをとるようにせねばならないであろうJ と述べている。これ

によると， /T .は短期的に決定され，つ い で は 長 期 的 目 的 （売上高極大化) により決定される。

そうだとすれぱ，TT,は決定されても?Tパよ未決定とならざるをえない。なぜなら,長期的目的は数

多の代替的短期的行動をつうじて達成されるのだから,長期的目的の決定がただちに特定の斌期的
(2 6)

行動を決定することにはならないからである。 7T.が未決定ならば, ？rそれ自体も未決定となろう„

第 2 に，より重大な問題点は，資本市場の構造と塊価の安走である。ボーモルはかれの仮説によ

り寡占企業の行動パタ一ンをたくみに特徴づけたが，資本市場の性格についてはなんらの特徵づけ；

もしていない。かれは有価sn券がひろく個人投資家に分散され，あたかも完全競ざfト市場における株

価の形成を前提としているかにみえる。 しかし現実には，資本市場における有価証券の保右は金副I
機関，ポ寨会社への集中がすすみ，個人保有は招対的に減少してゆく傾向がみられる。こうした状

況のなかでは，株価の形成は「競争的価格決定の諸条件J によりきまるというよりは,寒占的価格
(2?)

決定の諸条件によりきまると考えねばならない。株価の形成は安定性を欠いて当然激化すると思わ 

れる。有伽証券め集,中化により経営権の安定化が連成される半两，集中化がすすめばすすむはど資 

本市場の.価格形成が不安楚化するであろう。株価形成の不安定化は，.枕式の資金調達機能をそれだ 

け制約するばかりでなく，7T,の決走，ひいては「最低利潤」それ体の決定も制約することになろう。

■ 5 .行励 1 [論の再定式化 

' .

ウイリアムソン，ホデルにおいてもボーモル • モデルにおいても， r賤低利潤 J の設定なしには 

企業の行勘バターンは朱決定と考えねぱならない。 それにもかかわらず， r最低利潤 J 決定のメカ

企業の行動目標と企業課税

注(25〉 Baum ol〔1〕P. 52 参膨

( 2 6 ) 究極めにいえぱ，ボー，て'ル|:j身がliJWと短期の区別を明確にしていないと‘ころからr般低利潤_1の決おl!l休が不明確 

に残されることになる. 前節において，ペイヤー力*、長期め艇嫁を論じている檢所も同様に批判されねぱならない。

( 2 7 ) ボーモルは同IUの雄5 r資金界と利潤 J にお ダ ，資本ホ場の不完全性につ、て論じている, しかしそれは,资 

金の助大力 ;利潤率のリ|き上げをもたらすため，☆りfなどによる不52全競争集PJIの形成!̂とみちぴくことに染中され,株 

toi形成におよぽす歉i にまでは考處が仏われていない。

— —— -— - ,/J — —-r—
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ュズムについて雨モデルとも明快な説明をあたえているものではない。そこでつぎのような疑問が 

生ずる。それは，企菜の行勘を説明する新しい理論にとって， 「最低利潤J という制約条件は必ず 

しも必要とはいえないのではないか, という疑問である。また企業•課税としての法人税のね担が， 

阿-モデルにおけるi 同じように回避ないしは転嫁される可能性は， 「最低利潤」の制約条件なしで 

も確認できるのかどう力、。ここでは，ウイリアムソン♦ モデルとボーモル. モデルをより一般化し 

たモデルを考えることにより，そのような疑問に1つの回答をあたえることを試みよう。

はじめに企業の行動目標は，（1)利潤極大化，（2》先上高極大化という2 つの独立変数をふくむ企業 

の効用旧数の極大化であると仮定しよう。利潤をら売上高収入をR とし，企業の効用関数をU と 

すれば，次武がえられる。
' - . . -  r， ; . . . . . . ， . ' . . . . ご■.

U  ニ  IK li, K) (1)
ただし，U は 2 回微分可能の[5̂数とし，つぎのごとき関係が満たされるものとする。

ニ 0U/g7T〉o, U R = a u / a R ^ o

売上高収入_ (R).および費用(C)は産出量（X ) の開数であり， か'0 利 潤 （7T) は収入マイナス費用 

とすれば，つぎのご.とき関係式がえられる。

R ニ R(X), C  ニ C(X)

7 r --R -：C» 7r==7r(X)
問題の制約条件はつぎの3 つであるとしよう。

X ニ / (K, L), X ニ flrO))

K  ニ K(Pjt), .Lニ L(33j
産出it ( X )力;資 本 （K ) と労働（L ) により決定される生産関数と，産出量の需要は産W 物価格（め 

に依存する需要関数，それに資本と労働は資本の価格（m ) と賃金（化）にそれぞれ依存する供給関 

数の3 関数; ? 約条件である。このような制約条件は，利潤極大化企業にとっても売上高極大化金 

業にとってもずキ必要とされる条件であり，その意味では「最低利潤」のごとき強い制約ではな 

くきわめて服い{|iy約条件と呼ぺるであろう。

(1)式の極大化の条仲を求めると

u ^ l + u 辜 = 。

ただし, U«ニ犯/5R, ILニW / a ；r である。 •

さ ら に ' ' .

d n ld X  ニ  d R I d X -d C ld X  
であるから，（2》式より

《I V  ト U„) rfRAiX ニ ILrfCA/X
谱きかえると，-

企業の行動目標と企業課税

(2)

(3)

mmmmm



dR  U , d C _ , d C  , (4)
U r + U , rfX —ン X

ただし， ニ IL/TJr + U , である。

(4》式によると，もしも収入の限界効用( U r )がマイナスでないとすれば,服界収入は眼界費用以 

下にならざるをえない。この撒結は，ゴーエン，サイアートがボーモル♦モデルの定式化をおこな 

ったさいにえられた結諭と同じであまた広告費からの限界収入が1 以下となるという条件とな
(29)

らんで，それは売上高極大化仮説を成立せしめるための必要条仲とみなされている。すなわち 

U « > 0  ならば，dRldX^dGldX 
ここで産出物価格の決定条件を考えてみよう。均衡M格の決定には，さきの3 つの制約象件とと 

もに産出物の需要弾力性および収入の限界効用がHi要な役割を演じうる。《3)式の条件を書きかえ， 

つぎのような関係式を利用することにしよう。

昏 ニ 昏 I I ■ニ ("ゅ 《5)
た だ し —1/5?), V は/1 !出物の需要の価格弾力性であり，また ■/vは資本の限界化産物である。 

生産耍素の側の条件も考慮すれば，

ゅ K ニ饥ホょ 《6》
ただし， Wfcニ(l +  1/efc)であり， £ は資本の供給の価格弾力性である。 この関係から，均衡のだめ 

の必耍条件である(3)武はつぎのように:i l lきかえうる。

(Ur+ U J  • m p j \ —V^mtPk け）

したがって

f  り (8)
糊

(8)式は，企業の効用Iダ;]数のなかに利潤と売上高収入の両者をふくむ企業にとっての限界生-産物均衡 

条件式である。利潤極大化企業における同様の条件5：にが， であらわされることを考慮 

すれぱ，異なるとこもは>1が導入されている点でしかない。そこで，さきに仮定したように，収入 

の限界効用がマイナスでないとすれぱ， であるから，収入の限界効用がゼロを起ぇる範IflTまで 

資 本 （のみならず労働）の限界/:b産物は引き下げられることになる。

企業がみずからの効用関数の極大化を図るという行動は，利潤極大化行勘とは與なった所得分配 

上のチぎf結をもたらすであろうか《このtii]题に答えるために，そのような企業における阪界傘産物均 

衡の条件を求めると次式であらわされる。け)式を書きかえて，

-2)/—------P f  ~ ~  (9)Mk Mk U«

企業の行動13標と企業課税

注(28》Cohen-CyeH〔3〕p. 379 参脈 

(29) 3饰およびfh (19)を参lie
56
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企業の行動目標と企業課税

《9》式によると，もしも収入の限界効用がマイナスでないならぱ，資本はその限界収入生産物以上め 

報酬がえられることになる。労働についても同様の報酬がえられるととはいうまでもない。资.本も 

労線!もそれぞれの生産物以上のものをうけとりながら,しかも赤字が残されているわけではないと 

j'■れぱ，とのようにしてそれらの超過報酬は調達されたと考えるぺきであろうか。との問题に答夕 

るために次式をとりもげてみよう。（9》式を考慮して,

—C =?)X —jOtK—pi^L

= 成 - i { ^ ガ ボ が lL ) (10) ■

00)式で，もしもU « > 0 ならば, 1/ン > 1 , またそれゆえ；Tざ?r * ,た だ し ；r * は U„ ニ 0 のときえら 

れる利潤，すなわち利潤極大化企業の利潤にひとしい。 したがって,収入の服界効用がゼ ロ を 越え 

るとき，資本と労働の腺界収入生産物を超過した報酬が両生産要素にもたらされる源東は’ ま さ に  

極太可能利潤にあるといっT よい，この源京ば第 3 節で引用されたボ ー モ ル の 指摘み一 .鼓する。 

すなわち, 「請求者がいない利潤^^積立金」とはこの超過報^ り源ホにはかならない。ボ ー モ ル の  

い う 「極大禾!1潤を意図しない者J とは，ここでは「利潤の |5乂界効に比較して収入の限界効用がよ 

り大でf cる者: I と呼ぶことができる。

所得分配上のいま1 つの留禅事項は, 傘業の効用関数を前提としても，资本と労働の相対的分前 

(PiK/piL)はなんら影響をうけないが， b かし絶対的分前 { p k K h Xぉよびp,,L /pX )はJ 项により影 

響をうけることセあ: すなわち，呼間のI吸界効用に比較して収入の限界効;fiがより;;びあるほど 

資本と労働の絶対的分前はより大となり， r講求者がいない利偶の積立金J はそれにより減少する。 

それゆえ，ボーモルの売上高極大化仮説におけるように， 業の意志決)者がそ の効州関数におい 

て利およりも売上! 入をm:要祝するならば,労働と资本は利潤の懷牲により利益をひきだすことが 

できを。 ：

しかし企業課税がちらたに導入されるならば，3|1:態はまた变化せざるをえない。（10》式;に法人税が 

導入されると， ，

- T e  ニ ( 1一' ) 成 - 生 ( ~ P /  a K  +  を ? > / l L : \

/

すしすこ'L, X：は法人税額，けよ法人税傘をあらわし0 < 3ぬという条件をもつ。あきらかに 

と1 でもるから，（1—り;r：̂ ( l - り;T *である。「請求者がいない利潤の積立金J は法人税によりひき 

だされ, 同時に企業の意志決走者は「5̂ !上高を懷牲J にせざるをえない。収入の服界効inがゼロに 

近づくにしたがい， ニ の 条 件 が み た さ れ ，>1は 1 に接近する。

雄 2 節で述ぺたように，企業の行励IeI標である潇上高極大化の願望水準がリIき下げられたとき， 

卿 滅 の 均 御 出 :！, したがって上高は減少し税込み利满は課税前に比較して_1|̂ 大するが,税
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引利潤は課桃前利潤にくらぺ引き下げられる。すなわち’ ボーモル • モデルと同じように，ここや

も法人税の食担は廣出:t の削減と數品価格の弓1き上げをつうじて顧客に転嫁されることになる。

けれども， シュ一ビックのいま1 つの警告をここに書きぽめておくことは，小論の論旨に同意的

であれ批判的であれ，同じ課題を追求する人々にとりネ 1̂‘用であると思われる。 「私はある夜，鍵を

なくした附いどれの話を思いだす。かれは鍵をなくしたところから5 0 ヤードもはなれた街灯の下
(30)

で鍵を探していた。それというのも， そこはかれが見ることができる唯一の場所だからでもるJ。
新ホ illがrての世界は，シュービックのいう「街灯の下J に照らされたR•界でしかないのではないか，’
という疑ni]はこんごとも® 々の0 答が寄せられねばならない問題領域であろう。

〔後記；] この小論はハーバード大学大学院財政学リサーチ‘セミナーの譜氏に魚うところ少なぐないことを 

記して感謝の意をま明したい。 V

, ' - ■ - ■ ■ ' . I ' ご. '
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注(加） Shubik c m  p. 415 参照。
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